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ゆきよしクリニック
訪問リハ実施件数 年度別推移



ゆきよしクリニック疾患別
訪問リハビリテーション利用者

１．脳血管疾患 108名（106名＋2名）
（脳梗塞，脳血管ｅｔｃ．）

２．骨関節疾患 54名（52名＋2名）
（脊柱管狭窄症，後縦靭帯骨化症ｅｔｃ．）

３．神経・筋変性疾患 38名（28名＋10名）

４．脊髄損傷 14名（10名＋4名）

５．脳性麻痺 3名（0名＋3名）

６．呼吸・循環器疾患 9名（9名＋0名）

７．そのほか 22名（19名＋3名）
（変形性関節症，変形性頚椎症，腰椎症，大腿骨
頸部骨折，関節リウマチｅｔｃ．）



訪問リハビリテーションの種類と特徴（H21.4）
分野 介護 医療

法律 介護保険法 医療保険法

実施機関 病院

診療所，老健

訪問看護
ステーション

病院
診療所

訪問看護

ステーション

名称 訪問リハビリ
テーション

訪問看護7 在宅訪問リハビリ

テーション指導管理料

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴによる
訪問看護

対象者 介護保険対象者

（40歳以上で加齢に伴う疾患の者）

介護保険非対象者

（65歳未満で加齢に伴う疾患でない者）

訪問頻度 週6単位まで 週6単位まで
(退院の日から起算して3ヶ月以内の場合は12単位まで)

訪問時間 20分（1単位） ①30分未満
②30分以上

60分未満

20分（1単位）

単価 305単位
・短期集中リハ実施加算
：340単位，200単位

・サービス提供体制強化
加算
6単位(1回に付)

①４２５単位
②８３０単位

300点 255点

（管理料1）（管理料2）

月の初日12,350円
2回目以降8,200円
（訪問看護基本療養費Ⅰ
と訪問看護管理療養費を
合算）

利用者負担 1割負担 保険に応じ1～3割負担



訪問は「通院が困難な利用者」に
対して給付される

・通院により同様のサービスが担保されるなら，
通院サービスを優先すべきという主旨

・通院によるリハビリのみでは家屋内における
ＡＤＬの自立が困難である場合の家屋の状態
の確認を含める

新設



リハビリテーション料の算定日数制限

 脳血管疾患等 １８０日

 運動器 １５０日

 呼吸器 ９０日

 心大血管 １５０日

平成１８年４月２８日厚労省の
疑義解釈

「脳卒中でも治療を継続することにより状
態の改善が期待できると医学的に判断さ
れる場合は例外とする」



「リハビリ算定日数」上限制度
（リハビリ打ち切り制度）

『リハビリ中止は死の宣告』(朝日新聞)

多田富雄 東大名誉教授

「脳卒中」も除外規定に含む（厚労省）

読み取れない方が悪い『後出しジャンケン戦法』



訪問リハビリ実施機関

① 病院

② 診療所

③ 訪問看護ステーション

④ 介護老人保健施設

＊ 訪問リハビリステ－ション( ? )



訪問リハを利用するクライエントの要介護度は高い
傾向にある

寝たきり状態から脱却させることが第一の介入目標になりやすい

表 介護保険受給者と介護度との関係 （厚生労働省，2002 単位：千人） 

要支援  要介護 1  要介護 2  要介護 3  要介護 4  要介護 5 

居宅ｻｰﾋﾞｽ受給者合計  240.3  560.3    335.4   197.7   151.1   135.7 

    （割合）   (14.8%)  (34.6%)  (20.7%)  (12.2%)   (9.3%)  (8.4%) 

訪問リハ受給者     0.2   2.3     3.2    3.0     3.5    5.1    

    （割合）   (1.1%)   (13.2%)  (18.4%)  (17.2%)  (20.1%)  (29.3%) 

 



訪問リハビリで何を行うのか？

維持期リハビリ 生活全般のコーディネ－ト

1. 環境整備，生活空間の拡大

・福祉用具，家屋改造

2. 意欲向上，動機づけ

・介護者も含めたQOLの改善

3. 機能訓練（狭義のリハビリ）

4. 他業種への啓発



維持期リハビリに終わりはない

 評価は何を目標におくのか？

 訪問リハビリから通所リハビリへ

 訪問リハビリから入院へ



訪問リハビリにおける問題点

① アナウンスメント

② リハビリ専門職をジェネラリストへ

③ STによる訪問（Ｈ18年度より完全実施）

④ 単価の引き上げと一元化

⑤ 医療機関からの指示（書）の一元化

⑥ 特定疾患であるが特定疾病ではない

疾患（MS,MG,筋ジス）に対する問題



かかりつけ医の3原則

1. Ｍｕｌｔｉｐｉｅ Ｆｕｎｃｔｉｏｎ

2. Ｆｌｅｘｉｂｉｌｉｔｙ

3. Ｍｉｎｄ ｏｆ ｗｅｌｆａｒｅ



医療の原点は在宅診療である

診療所単独から

在宅チ－ム医療

医師とケアマネの二重支配



 地域医療活動
診療所医師（管理者）は、外来中心の本来の診療業務の内容から
超過勤務は少ないが、一方で地域の保健・医療・福祉活動を、診療中・

診療外の時間に地域住民の健康維持に努めている。その意味での適正な評価を
求めたい。

～診療所医師（管理者）が携わる主な地域医療活動～

救急対策（急患センター出務、休日診療、夜間診療）、電話相談

学校医、産業医、警察医

予防接種、乳幼児健診、がん・成人病検診、健康相談

感染症対策、安全・災害対策委員

保健・福祉計画等の策定委員

地域の行事における救護所等への出務

介護保険対応（主治医意見書、介護保険認定審査会、ケアマネジメント
評価委員会 等）

公的医療保険維持のための保険診療に関する研修会等

診療所医師（管理者）の実態



診療科別の最低必要な医師数（現状との比較）

最低必要医師数倍率（注3）
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病院全体での最低必要医師数倍率（注1.2）は、1.10倍である。日本全体の病院従事医師数の約16万8千人に適
用すると、現時点で約1万7千人不足しているということになる。診療科別では、内科を除いて、いずれも1倍を越
えている。

考えられる内科が1倍未満の理由：

常勤医師数の中に研修医が含まれて

おり、内科は初期研修期間が長いため、
内科の現医師数が臨床現場の実態より
も大きくなっている可能性が高い。

例えば、分母の現医師数から初期研修
医を除くと（内科の研修期間6ヶ月を基

に按分計算による算出）、内科の倍率
は1.08倍（参考値）となる

注1：最低必要医師数倍率＝必要医師数÷（常勤
医師数＋非常勤医師の常勤換算数）

注2：常勤医師数の中には、研修医数が含まれて
いることに注意したい。

注3：美容外科はＮ数が29と非常に少なかったため、
グラフから除外。



そもそも、医師の数が足りません

■都道府県別に見る人口１０万人あたりの臨床医数（２００４年）
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ＯＥＣＤの平均医師数と日本の医師数

人口１０万人に対する医師数
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病院勤務医師の勤務実態
（勤務医師の疲弊→財源の重点配分を）

20歳代の勤務医師の勤務時間は週77.3時間に上っている。
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1時間当たりの勤務時間の比較77.3
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介護、医療の雇用誘発係数は、公共事業よりも高い。介護、
医療は、雇用対策としても期待できる産業である。ただし、そ
のためには、財源の確保が必須であることはいうまでもない。

雇用誘発係数における主要産業と社会保障産業の比較
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医療 0.10572 保健衛生 0.12299 住宅建築 0.10177 通信 0.06559

社会保険事業 0.10892 公共事業 0.09970 運輸 0.09901 電力 0.03873

介護 0.24786 輸送機械 0.07785 金融・保険 0.07056 不動産 0.01636

社会福祉 0.18609 精密機械 0.09549 農林水産業 0.06342



年金・医療・介護（全国民加入を基本とする社会保険）制度の概要

年金 医療 介護

保険集団

・国民年金〔自営業者等〕

・厚生年金等被用者年金
〔サラリーマン等〕

・市町村国保〔75歳未満の自営業者等〕
・被用者保険〔75歳未満のサラリーマン〕
組合健保
政管健保
共済

市町村単位

〔40歳以上の全国民〕

・長寿医療〔75歳以上の全国民〕

給 付 年金給付費 50.5兆円 国民医療費 33.1兆円 介護費用 7.4兆円

負

担

利用者

本人負担
（該当なし） 約14％

約10％

（負担割合 1割負担）

保険料

負担
約82％ 約49％ 約39％

税負担

（国・地方）
約18％

約37％

（国約25％、地方約12％）

約51％

（国約26％、地方約
25％）



平成20年度厚生労働省一般会計予算案
社会保障関係費の内訳

厚生労働省予算案・・・22兆1179億円（＋3.0％）
うち社会保障関係費・・・21兆26079億円（＋3.1％）

（参考）政府一般会計・・・83兆613億円（＋0.2％）

うち一般歳出・・・47兆2845億円（＋0.7％）

※国の一般歳出の46.8％が厚生労働省予算

障害保健福祉部
予算全体

9700億円
医療
85,644億円
（39.6％）

年金
74,375億円
（34.4％）

介護
19,062億円
（8.8％）

福祉等
35,046億円
（16.2％）

雇用
1,952億円
（0.9％）



1中学校区あたりのサービスニーズと資源

介 護

特別養護
老人ホーム
0.52ヵ所

老人保健
施設
0.30ヵ所

介護療養型
医療施設
0.31ヵ所

地域包括
支援センター
0.35ヵ所

在宅介護
支援センター
0.44ヵ所

６億５２２万円 （１５４万円／要介護認定者）

通所介護
1.61ヵ所

通所リハビリ
テーション
0.55ヵ所

訪問介護
1.88ヵ所ケアマネージャー

7.12人
ヘルパー
12.47人

高齢者（６５歳以上）

２，３３６人

独居老人 ３５１人

老老世帯 ４７８世帯

要介護認定者数

３９４人

人口

１１，６２３人

高齢者（６５歳以上）

２，３３６人

独居老人 ３５１人

老老世帯 ４７８世帯



障 害

８，１３９万円

（１７３万円／自立支援給付者）

児 童

１億１，９２２万円

保育所児童数

１９６人

（６１万円／保育所児童）

自立支援
給付者数
４７人

身体障害者 ４３５人

知的障害者 ６６人

精神障害者 ２３５人

主任児童委員
1.9人

保育所
2.08カ所

児童虐待

相談件数

３．４０件

DV相談件数

５．３２件



生活保護

２億３，８５８万円

医 療

２９億４，７５９万円
（２５万円／住民）

被保護世帯数

１５歳未満 １，５９４人

不登校児 １１人

非行青少年 １２４人

外国人

登録者数

１４２人

９８世帯（１３８人）

病院

０．８２ヵ所

診療所

８．８６ヵ所

母子家庭 ６８世帯

父子家庭 ８世帯

全国の中学校数：１０，９９２校



運動器リハビリテーションの役割

1. 医療として急性期、回復期のリハビリ

2. 医療に引き続いての維持期リハビリ

3. 介護予防を目的としたリハビリ
★運動器健診によるロコモ該当者（介護
予備軍）の早期発見（ロコチェック）

★専門医による適切な運動指導（ロコトレ）

4. 既に要介護となった者への介護度重症化
予防を目的としたリハビリ



Ｌｏｃｏｍｏｔｉｖｅ ｓｙｎｄｒｏｍｅ ロコモ『運動器症候群』

 Ｌｏｃｏｍｏｔｉｖｅ ｓｙｎｄｒｏｍｅ ロコモ

 Ｌｏｃｏｍｏｔｉｏｎ ｔｒａｉｎｉｎｇ ロコトレ

 Ｌｏｃｏｍｏｔｉｏｎ ｃｈｅｃｋ ロコチェック



年間リハビリテーション総金額
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地域連携パスオーバービュー

《脳卒中急性期病院》

機能（移動能力、意識障害）
評価：１～３週目

独歩（杖なし）
独歩（杖あり）

（ｍRS：２～３）

介助歩行（監視）
介助歩行（支持）

立位保持

（mRS：４）

独立座位
もたれ座位
寝たきり

（mRS：５）

急
性
期
治
療
が
終
了

《回復期リハ病院》

軽症リハコース
１－２カ月

ＦＩＭ：１１０－１２６
（ＢＩ：８５－１００）
（自立度：Ｊ２、Ａ１）

標準リハコース
２－３カ月

ＦＩＭ：８０－１０９
（ＢＩ：５５－８０）
（自立度：Ａ２、Ｂ１）

重症リハコース
３－５カ月

ＦＩＭ：１８－７９
（ＢＩ：０－５０）
（自立度：Ｂ２～）
意識障害（ＪＣＳ１０～３０）

在
宅
復
帰
や
転
院
の
準
備
が
整
う

自宅退院

《維持期リハ病院・施設》

標準ケアコース
２－３カ月

ＢＩ：２５－１００

標準ケアコース
３－６カ月

ＢＩ：０－２０

〔方針決定を繰り返す〕



被保険者数・要介護認定者数の推移

☆被保険者数の推移
65歳以上の被保険者数は、7年7ヶ月で約552万人（25％）増加

平成12年4月末 平成19年４月末 平成19年11月末

被保険者数 2,165万人 2,682万人 2,717万人

☆要介護認定を受けた人数の推移
要介護認定を受けた者は、7年7ヶ月で約233万人（107％）増加

平成12年4月末 平成19年４月末 平成19年11月末

認定者数 218万人 441万人 451万人



2006年と2025年の人口構成の比較

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

2025年

2006年

20～64歳 65～74歳 75歳以上

（万人）

7,731

6,598

1,444 1,217

1,469 2,167

10,391

10,234

（単位：万人）



【予防給付の効果分析結果】

制度導入前

要支援
1000人

制度導入後

要支援
1000人

12ヵ月後

12ヵ月後

84.8％

15.2％

92.7％

7.3％

維持改善
（一般高齢者～要支援）

10179人・月

悪化 1821人・月
（要介護1～要介護5）

維持改善
（一般高齢者～要支援）

11123人・月

悪化 877人・月
（要介護1～要介護5）

※1000人×12カ月
（12000人・月）の追跡結果



○「障害者自立支援法案」において障害者に共通の自立支援のための各種福祉サービス
について一元的に規定

○サービス提供主体は市町村に一元化

支
援
の
必
要
な
障
害
者

在
宅

施
設

障害者自立支援法に基づく新たな制度

措置制度
（市町村）

介護保険制度

（市町村）

18歳 40歳 65歳

医
療

医療保険制度等

（注）障害児の入所施設に係る事務の市
町村移籍については、概ね5年後の施行
を念頭に3年以内に結論を得る。それま
での間は児童福祉法に基づく。



「社会福祉法」の概要

利

用

者

福

祉

サ

ー

ビ

ス

提

供

者

対等な関係
（契約）

情報公開

苦情解決

権利擁護
法人経営
の協力化

サービスの
質の評価

満足度 満足度



介護保険制度

市町村（保険者）

利 用 者 指定事業者

都
道
府
県

①保険料
負担

②認定
申請

④サービスの利用

③要介護
認定

⑤契約締結

⑥サービスの提供

⑦自己負担分

（応益負担）の支払い

⑧請求

⑨介護給付の
代理受領

指定



障害者自立支援制度

市 町 村

利 用 者 指定事業者

都
道
府
県

①サービス
利用申請・
認定申請

③契約の申し込み

②支給決定

④契約締結

⑤サービスの提供

⑥自己負担分

（定率負担）の支払い

⑦請求

⑧自立支援

指定

給付の
代理受領



障害者数（推定）

総 数 在宅者 施設入所者

身体障害児・者 366.3 357.6 8.7

身体障害児（18歳未満） 9.8 9.3 0.5

身体障害者（18歳以上） 356.4 348.3 8.1

知的障害児・者 54.7 41.9 12.8

知的障害児（18歳未満） 12.5 11.7 0.8

知的障害者（18歳以上） 41.0 29.0 12.0

知的障害児者（年齢不詳） 1.2 1.2 0.0

精神障害児・者 302.8 267.5 35.3

合計 723.8 667.0 56.8

（単位：万人）



障害程度別割合

○在宅の身体障害者数：３２４．５万人
（施設入所中の身体障害者数：18.1万人は除く）

重度

軽度

１級 ２６．２％

２級 １８．９％

３級 １８．６％

４級 ２０．３％

５～６級、不明 １６．１％



障害者自立支援法のねらい

 障害施策全体の一層の底上げ
（地域格差の是正、より多くの方々に障害サービスを提供）

 障害を区別しないという障害者基本法の理念の実現
 具体的には、次の５つの柱で、改革をめざします

障害者施策を３障害一元化

利用者本位のサービス体系

透明性のある制度

就労支援の強化

安定的な財源の確保

○精神障害者も対象とする

○３３種類の施設を６種の日中活動に再編
○規制緩和を進め空き教室、空き民家、ＮＰＯ等の活用を
図る

○客観的な尺度（障害程度区分）を導入し、支給決定プロ
セスを透明化

○新たな就労支援事業を創設
○雇用施策との連携を強化

○国の費用負担の責任を強化
○利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに



支給決定プロセスの見直し

障害程度区分認定調査項目（１０６項目）

一次判定（市町村）

二次判定（審査会）

障害程度区分の認定

勘案事項調査項目（地域生活、就労、日中
活動、介護者、居住 など）

訓練等
給付の
場合

サービス利用意向の聴取

暫定支給決定

個別支援計画

支給決定

審査会の意見聴取

①障害者の
心身の状況
把握

②社会活動や
介護者、居住等
の状況把握

③サービスの
利用意向把握

④訓練・就労に
関する評価



福祉サービスに係る自立支援給付の体系

居
宅
サ
ー
ビ
ス

施
設
サ
ー
ビ
ス

ホームヘルプ

デイサービス

ショートステイ

グループホーム

生活訓練施設

福祉ホーム

通勤寮

福祉工場

授産施設

更生施設

療護施設

重心障害児施設

ホームヘルプ

重度訪問介護

行動援護

療養介護

生活介護

児童デイサービス

ショートステイ

重度障害者等包括支援

ケアホーム

施設入所支援

就労移行支援

自立訓練

就労継続支援

＜新体系＞＜旧体系＞

グループホーム

介

護

給

付

訓
練
等
給
付



施設・事業体系の見直し
旧体系 新体系

日中活動 居住支援

【介護給付】

①療養生活
②生活介護

【訓練等給付】

③自立訓練

④就労移行支援
⑤就労継続支援
（雇用型、非雇用
型）

【地域生活支援事業】

⑥地域活動支援セン
ター

施設への入所

又は

居住支援サービス
（ケアホーム、グ
ループホーム、福

祉ホーム）

療護施設

更生施設

授産施設

デイサービス

等、３３種類の施
設



知的障害者援護施設の新体系への移行先イメージ

○知的障害者援護施設は、障害者支援施設・障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）を行う
施設等に移行（経過措置あり）

○知的障害者デイサービスセンター・知的障害者福祉ホームについては、平成１８年１０月から新体系へ移行（経過措置なし）

〔現行施設〕 〔新体系施設〕

知

的

障

害

者

援

護

施

設

知的障害者更生施設

知的障害者授産施設

知的障害者デイサービス
センター

〔障害者支援施設〕
・生活介護
・自立訓練
・就労移行支援
〔障害福祉サービス事業（通所系）を行う施設〕
・生活介護
・自立訓練
・就労移行支援
・就労継続支援

〔障害福祉サービス事業（居住系）を行う住居〕
・共同生活介護 ※

〔障害福祉サービス事業（居住系）を行う住居〕
・共同生活援助 ※

※知的障害者通勤寮については、その特性から共同生活援助、共同生活
介護といった居住系のサービスを行う場合が多くなるが、そうした場合には、
従来の「施設」という考え方から、「住居」という位置づけに変更する

地域活動支援センター

福祉ホーム知的障害者福祉ホーム

知的障害者通勤寮

経過措置期間中
に新体系へ移行

１８年１０月から
新体系へ



精神障害者社会復帰施設の新体系への移行先イメージについて

○地域生活支援センター、福祉ホーム（Ａ型）については、平成１８年１０月から新体系へ移行（経過措置なし）
○上記以外の精神障害者社会復帰施設については、障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）
を行う施設等に移行（経過措置あり）

〔現行施設〕 〔新体系施設〕

精
神
障
害
者
社
会
復
帰
施
設

生活訓練施設

授産施設
（通所・入所・小規模）

福祉ホーム（Ａ型）

〔障害福祉サービス事業（通所系）を行う施設〕
・生活介護
・自立訓練
・就労移行支援
・就労継続支援

〔障害福祉サービス事業（居住系）を行う住居〕
・共同生活介護 ※

〔障害福祉サービス事業（居住系）を行う住居〕
・共同生活援助 ※

※福祉ホーム（Ｂ型）については、その特性から共同生活援助、共同生活
介護といった居住系のサービスを行う場合が多くなるが、そうした場合には、
従来の「施設」という考え方から、「住居」という位置づけに変更する

地域活動支援センター

福祉ホーム地域生活支援センター

福祉ホーム（Ｂ型）

経過措置期間中
に新体系へ移行

１８年１０月から
新体系へ

福祉工場



身体障害者更生援護施設の新体系施設への移行先イメージ

○身体障害者更正援護施設は、障害者支援施設・障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）を
行う施設へ移行するもの（経過措置あり）と身体障害者社会参加支援施設・福祉ホームに移行（経過措置なし）するものに分かれる

○身体障害者福祉ホームについては、平成１８年１０月から新体系へ移行（経過措置なし）

〔現行施設〕 〔新体系施設〕

身
体
障
害
者
更
生
援
護
施
設

身体障害者更生施設

身体障害者療護施設

〔障害者支援施設〕
・生活介護
・自立訓練
・就労移行支援
〔障害福祉サービス事業（通所系）を行う施設〕
・生活介護
・自立訓練
・就労移行支援
・就労継続支援

福祉ホーム身体障害者福祉ホーム

身体障害者授産施設

経過措置期間中
に新体系へ移行

１８年１０月か
ら新体系へ

身体障害者福祉センター

補装具製作施設

盲導犬訓練施設

視聴覚障害者情報提供施設

身
体
障
害
者
社
会

参
加
支
援
施
設

身体障害者福祉センター

補装具政策施設

盲導犬訓練施設

視聴覚障害者情報提供施設



介護給付における障害程度区分の判定ロジック

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援

非該当

区分６

区分５

区分４

区分３

区分２

区分１

非該当

【障害程度区分】

１.７９項目の調査結果から一定時間以上の介護時間を要すると推計される状態
２．７９項目の調査結果に加え、行動障害の頻度とＩＡＤＬに係る支援の必要性に関する調査
結果も勘案して１に相当すると認められる状態

３．１０６項目の調査結果、特記事項及び医師意見書も勘案して１に相当すると認められる状態

項
目

７９

区分６

区分５

区分４

区分３

区分２

区分１

１次判定
２次判定

行動
障害

ＩＡＤＬ

２７項目

障害程度区分

医師意見書
等

＋

特記事項

非該当

＜利用可能なサービスとの関係＞

※１８歳未満の児童については当分の間、障害程度区分の認定は行わない

居
宅
介
護

行
動
援
護

生
活
介
護

重
度
訪
問
介
護

施
設
入
所
支
援

ケ
ア
ホ
ー
ム

重
度
障
害
者
等

包
括
支
援

５０歳以上



（参考）

65歳以上の要介護状態にある障害者における
介護保険制度と障害者福祉制度との関係

障害者福祉制度

〔上乗せ部分〕

全身性障害者に対する介護保険の支給
限度額を超える部分は障害者福祉制度
から給付

介護保険と障害者福祉制度で共通
するサービス

※ 介護保険からの給付が優先

〔横出し部分〕

訓練等給付などの介護保険に
ないサービスは障害者福祉
制度から給付

介護保険制度の普遍化を目指すが、上図の枠組みは変えない方向であり、
いわゆる「統合」ではないとの考え



障害者自立支援法の抜本的見直し（報告書抜粋）
与党プロジェクトチーム

【抜本的見直しの視点】
 障害者自立支援法の抜本的見直し全体像を支持した上で、法施行
３年後の見直しに向けた基本的な課題とその方向性を明示。特に
必要な事項について緊急措置を実施。

 介護保険との統合を前提とせず、障害者施策としての在るべき
仕組みを考察

 利用者負担については、低所得者の負担をさらに軽減するなど、負担の
応能的な性格を一層高めるとともに、特に障害児を抱える世帯の負担感
や子育て支援の観点を考慮。



障害者自立支援法の抜本的見直し
に向けた緊急措置

①利用者負担の見直し（Ｈ２０.７月～）

・低所得世帯を中心とした利用者負担の軽減

・軽減対象となる課税世帯の範囲の拡大（障害児）

・個人単位を基本とした所得段階区分への見直し

②事業者の経営基盤の強化（Ｈ２０.４月～）

③グループホーム等の整備促進（Ｈ２０年度実施）



指定管理者制度

民間のノウハウを活かして

•経費削減（効率的な運営）

•サービス向上を目指す

•柔軟性，効率性の向上



指定管理者制度導入施設の内訳
（総務省：2004年）

区分 都道府県 指定都市 市区町村 合計

レクリエーション・ス
ポーツ施設

３ ７９ ２７０ ３５２（２２.７％）

産業振興施設（展示・
見本市施設など）

２ ２ １２９ １３３（ ８.６％）

文教施設（市民会館・
文化会館など）

２ ３９ ９５ １３６（ ８.８％）

基盤施設（駐車場・公
園など）

４ ９３ ２８３ ３８０（２４.５％）

文教施設（市民会館・
文化会館など） ４ ９３ ２８３ ３８０（２４.５％）

医療・社会福祉施設 ２ １６７ ３８０ ５４９（３５.４％）

合計 １３ ３８０ １，１５７ １，５５０（１００％）



三位一体改革

NPM（New Public Management）

•行政に企業経営の手法を持ち込む

•「民間でできることは官では行わない」

•官製市場では「多様なサービスに対応できない」



構造改革

・ 小 さ な 政 府
・ 官 か ら 民 へ

①民 営 化

②P F I

③指 定 管 理 者 制 度

④地 方 独 立 法 人

⑤経 済 特 区

地方自治体版として

・・・・・
（厚生福祉より）



2003年地方自治法の「改正」

公共施設の管理は指定管理者に一本化

「委託」から「代行」へ

委託～自治体は最終的責任を問われる

代行～自治体は監督責任を問われる

「企画」と「実施」の分離



３つに区分した公共サービスの業務内容と基本方針

公でなければ
できない業務

▽許認可などの行政処分
▽法令などに規定される直接業務
▽市民の生命，財産に直接かかわる業務
▽即時対応の必要な業務
▽政策形成・調整に関する業務

▽職員として臨時職員，非常勤職員なども活用

公で行うことが
望ましい業務

▽採算性の問題を抱える業務
▽市場が成熟していない業務
▽内部管理業務
▽公正・中立な遂行が求められる業務

【民間活力の活用】
▽指定管理者
▽PFI
▽地方独立行政法人
▽業務委託
【協働】
▽NPO，市民，自治会などとの協働

公共サービス
であっても民で
もできる業務

▽収益性のある業務
▽社会公共の利益実現に地域が主体と
なる業務
▽私的サービスである業務
▽民間が能力を蓄えた業務

▽公民の役割分担の見直し
▽廃止
▽市民に委ねる
▽民営化

（厚生福祉より）



管理委託制度（従来）と指定管理者制度との違い
（地方自治体などの発表資料から）

管理委託制度（改正前） 指定管理者制度（改正後）

管理運営主体
（市が施設の管理運営
を委ねる相手）

・公共団体，公共的団体，市の
出資法人などに限定
・相手方を条例で規定

・民間事業者を含む幅広い団体
・議会の議決を得て指定

権限と業務の範囲 ・施設の設置者である地方自治
体との契約に基づき，具体的な
管理の事務または業務の執行
を行う
・施設の管理権限・責任は，設置
者である地方自治体にあり，施
設の使用許可権限は委託でき
ない

・施設の管理に関する権限を指
定管理者に委託して行わせる
もので，施設の使用許可も行う
ことができる
・地方自治体は，管理権限の行
使は行わず，設置者としての
責任を果たす立場から必要
に応じて指示などを行う
・利用料金を自らの収入として
収受可能

条例で規定する内容 ・委託の条件，相手方などを規定 ・指定管理者の指定の手続き，
指定管理者が行う管理の基準
業務の範囲を規定

契約の形態 ・委託契約 ・協定



制度の概要（管理委託制度との比較）

管理委託制度

条例事項 管理受託者

管理者 １/２以上の出資法人
公共団体，公共的団体

管理の期間 定めなし

業務報告書 規定なし

指示書 必要な指示のみ

利用料金制 採用可能

その他 使用許可等行政的行為は
不可

指定管理者制度

指定手続 ：申請，選定，事業計画の提出等
業務の範囲：施設・設備の維持管理，個別使用許可
管理基準 ：休館日，開館時間，使用制限の要件

民間営利企業を含め制限なし
議会の議決を経て指定

期間を定めて指定

毎年度終了後事業報告

必要な指示のほか
指定の取消，業務停止命令も可能

採用可能

使用許可等も指定管理者で可能
（不服申立は知事が処理）
現管理委託施設は施行日から３年間の移行期間



「人件費」

・ある保育所 行政の直営 では 2億円/年

指定管理 では 1億5千万円/年

（厚生福祉より）



バンパイア効果

アメリカの医療分野であまりに
過度なコスト削減競争が現場での
医療サービスの質を落とす．

『シッコ』（マイケル･ムーア監督）

◇薬指 ＄１２，０００

中指 ＄６０，０００

◇入院している老婆を路上に放棄する

衝撃的なシーンがある



Public Business

Mission Mind

※「コスト抑制」より

「コスト効率の改善」を！



指定管理者制度の施設となってどのように変ったか。

新潟県障害者リハビリテーションセ
ンターの今日まで、そして明日から

新潟県障害者リハビリテーションセンターへ
新潟県身体障害者更生指導所から

新潟県障害者リハビリテーションセンターの歩みと展望



新潟県障害者リハビリテーショ
ンセンターの概要

 指定期日 平成１８年４月１日

 施設の種類 身体障害者更生施設

（肢体不自由者更生施設）

 設置主体 新潟県

 経営主体 社会福祉法人 豊潤舎

 定員 ３０人（入所）６人（通所）



肢体不自由者更生施設とは・・・

 肢体不自由者が、入所または通所により、
生活指導をはじめ診断・治療・機能回復訓練、
職業的指導等の医学的・心理的・職業的更
生を図ることを目的とした施設である。

（身障法第２９条に規定）



各段階における支援

受傷

急性期医療段階

・救命医療
・合併症と機能障害の治療

医学的リハビリテーション段階

・身体的リハビリテーション
・認知的リハビリテーション
・生活機能の能力（ｃａｐａｃｉｔｙ）の向上

社会的リハビリテーション段階

・実行的な能力の向上（performance）
・実行的な能力の応用性の拡大

職業リハビリテーション・社会参加支援段階

・参加場面での実行的な能力の実践
・参加環境の調整

医療サービス

在宅福祉サービス

障害者福祉サービス

関連支援サービス



早期職場復帰を目指すためのスタッフの役割

職場復帰の早期の見極めとスタッフへの指示

産業医や職業リハ機関との連携

評価・合併症の管理

OT

・仕事内容の的確な把握
・具体的療法の呈示
・ワークサンプル・職場への訪問
・トータル的アプローチ

PT

歩行能力のレベルアップに焦点を
あて病院体制に応じた早期離床・
廃用予防を図る

医師

OT

PT
機能回復のためのリハ・
特にOTの役割



早期職場復帰を目指すためのスタッフの役割

経済的支援（制度の活用法）の相談を契機に
職場復帰への相談
産業医や職業リハ機関との連携

知能検査やうつ等の評価及び頻回な面接に
よる心理的サポート

早期の介入と職場復帰への集中的治療

職場復帰に向けた適合性の良好な実用的
舗装具の製作による支援

MSW復帰支援

義肢装具士

ST

心理士



ともに働くには・・・

雇用率を

しかし，実用雇用率は

企業の達成率は・・・

達成企業 ５５．１％の企業が未達成

０ １００５０ 特例子会社

1.8 ％に！

フランス６％
ドイツ５％

１．５９％(08年)

障害者が集まって，
箱折り，社内の集配
など

・就労移行支援事業・・・企業での就職を目指す（ビジネスマナー講座など）

・就労継続支援事業・・・企業での就労が難しい人に働く場を提供

雇用型 訓練型

基本給・・・最低賃金保証

社会保険料・・・社会保険整備
月額工賃平均１万２千円

障
害
者
自
立
支
援
法

障
害
者
雇
用
促
進
法

就職するぞ！



実雇用率と雇用されている障害者の数の推移
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就労支援施策の体系

福祉施策による
介護支援の場

福祉施策による
就労支援の場

一般雇用に向けた
支援施策 一般雇用等

一般雇用

・事業所
・特例子会社
・在宅勤務

雇用障害者数49万6千人

在宅就業

障害者職業能力開発校
等による公共職業訓練

公共職業安定所（ハローワーク）

設置数 557ヵ所

地域障害者職業センター

設置数 52ヵ所（支所含む）

障害者就業・生活支援センター

設置数 204ヵ所

就労移行支援

設置数 1,126ヵ所
利用者数 1万4千人（3千人）

就労継続支援A型

設置数 269ヵ所
利用者数5千人（800人）

就労継続支援Ｂ型

設置数 2,196ヵ所
利用者数4万1千人（1万2千人）

生活介護（生産活動を行う

設置数 2,094ヵ所
利用者数6万3千人（500人）

地域活動支援センター

設置数 1,831ヵ所 新体系移行前の旧法施設・小規模作業所
（平成23年度まで）

生活訓練（宿泊型）

雇用施策

福祉施策

連
携

注：就労移行支援、就労継続支援Ｂ型、生活介護、就労継続支援Ａ型については、（ ）内が精神障害者の内数



障害者雇用を支援する機関

就職に向けた準備支援 求職活動支援
職場適応支援
職業生活支援

障害者職業センター専門的な
職リハの利用

離
職
者

特
別
支
援
学
校

就
労
移
行
支
援
事
業
者
等

障

害

者

就

職

障害者就業・生活支援センター

ハローワーク
（公共職業安定所）

障害者職業
能力開発校

企 業

都道府県高齢・障害者
雇用支援協会等

就職に向けた訓練の利用

求職活動

専門的な
技能の取得

就業面・生活面の一体的な支援

助成金の
支給等

職業生活上
の支援

専
門
的
・集
中
的
な

職
場
定
着
支
援

※ は連携関係を示す



医療機関との連携に果たすＯＴの役割
医学的リハ（入院リハ） 社会的リハへの転換の準備

（外来リハ）

急性期病院
急性期リハ

一般病院
回復期リハ病院（棟）

外来診療
外来リハ

患
者
と

家
族

患
者
と

家
族

ＯＴ

情報・意見

情報・意見

情報・意見

情報・意見

ＯＴ

ＯＴＯＴ

ＯＴ

ＯＴ

情報・意見

ＯＴ

情報・意見

ＯＴ
ＯＴ

リ
ハ
医

リ
ハ
医

リ
ハ
医

リ
ハ
医

リハ医

主治医

合同カンファレンス
共通認識の場

合同カンファレンス
共通認識の場

治療に伴う回復経過に留意
・刺激への反応
・外傷性健忘等の予後予測
因子の変化
・運動機能の改善

生活・就労場面を想定した訓練・観察
・院内外のＡＤＬ比較
・通勤、交通機関利用の能力
・各種条件下での作業能力と代償手段

就労能力の準備状態を確認
・本人、家族の希望と現実との比較
・代償環境下での作業能力

職業リハ機関の支援の要否
就労形態の検討と訓練


